
は物品!品納役が設けられその所管~奄闘を定め，かっし物品の保

管について， 所属物品出納員， 取扱者および使用者をIf;;，督1 す

ることを際していると共に L物品出納役および物品出納品は，

':~1良な行JlJl者の注意をもって物EfJBを保管1 すべき}'{任を定めて

いる(鉄泊物品lJ~務規程第 61 ・ 59 条)。さらに資材局長または地

方資材部長に対しては，物品の出納および保管の店主査を命じて

いる(向上規程鈎 63 条)， 1庁放品配給のi屋~. 予1):年度区分等の

弊容として，治政品または現実に使用しない決算品(未使用決算

品)の発生があるが，この防止については資材配給担当部門ばか

りでなく，使用部門共に関心を払うべき問題である。品質の陳

腐化または物砲が]低下のために生ずる死政品は，総使用数設が

大ß:であるほど必然的に発生し， また生産技術が向上している

時代にはますます大量化するため， この整JlJlと 完封lの事務はほ

とんど常務とさえなる。次に保有されている貯級品の数量が適

切であるかどうかは，その評価が妥当であるかどうかを前提条

件とする。国鉄ではj狩絞品の評価を 3 つに大分担~i し甲車Iì . 乙種

および丙極の111'絞品とし，乙在IìJt-î'政品は IJj(HlJ として甲極j狩政品

のよに剤師し，丙臨庁蔵品は l事筋Jr-j'政品の 1 に言平価すること
20 

にしている。このほか規絡形式の改廃または自然き領，自然減

耗， 変'1'I.その他 IYl らかに不可抗力の原因で!日目絡が減損したとき

は. (1耐絡の低減を行うことにな っ ており，また法令にもとづ く

!而|もまたは市場価絡に変更があったときは，価絡の評価換を行

うことができる(同上規程第 41 ・ 42 条)。

7 用 I日1勘定 ・ 貯蔵品勘定 鉄道のように大規様かつ甑雑な

企業では， 事業の計画および成果の統一的は健が経営上の困難

かつ軍基Eな問題となる。経営'1'i.の半ば近くを占める物件政にl刻

して統一的は慢をするためには， 資材業務担当部門を使Jfl部門

から切り 出f~ した組織として世くことが必要である。国鉄におい

ては資材の準備・購入から配給 ・迎用に至るまで使用部門から分

間t した組織にしており，あたかも商事会社が~(立して存在する

とい っ た観を呈している。ただ一般の商事会社と呉なるのは，

営業上の巧 tlll . 努力如何が商品の売行きを庁1滅させると いった

ことがなく，資材使用部門は国会てe議決された予算中の物件政

に等しい金額だけを年間要求し，かつ使斤iする。 これを貯政品

事業青I' j図書買といい， 予算内容の変動のない限りは使用部門はこ

の計図傾だけは必ず要求しかっ使用する。また一般商事会社で

は仕入自llìl告と j仮死!日l í絡との差を極力大き くして ， 利1簡の獲得に

力を注ぐのであるが， 国鉄の資材取扱苅11"]は この jflJi関追求にあ

たる努力は行わない。購入契約(ílfi絡に対して，資材を取扱うの

に必~な経践すなわち資材業務担当部門 Ij~の給与，物件1['1. 保

管経q.'1， 荷造り経世および運搬経'1'i.等を附加した 1面絡で使用部

門に売り波す。貯蔵品を購入するに裂する購入'1'i.および資材部

門におけるこれら取扱経質と回収される収入とを，それぞれ用

品経政およひ.用品収入といい，この経世と収入とを取扱う勘定

を用品勘定と呼んでいる。年!日1購入し使用される貯蔵品は . m

JA勘定とは別にIt1'政品勘定において受け入れ払出しが盤JlJlされ

る。さて購入した物品をi行・蔵品に受入れるときのi曲怖には用品

勘定の経費が附IJII されるが，この附加傾は用品勘定内の取扱経
間且れ山m松柑

'1'i.をまかなえば足りるのであるから ， 一一一一一一:;; =H]品制
Jtî'政品購入総傾

掛率のようにt1-:J'.される。貯政占11 の各購入契約伽怖に対してこ

の用品制掛率が一律に適用される。ただし石炭および車両 ・ 自

動車については， )!地織率は見IJに定められている。 貯蔵品の事業

青!日mを樹立しまたは遂行するに当って， 購入契約のつど変動す

る自lIì怖を適用するときは，全般的な事業計闘が物価の変動によ

って影響を受けることになるので， ある期間たとえば l 会計年

度を通じて購入契約価賂いかんに拘らず出納上変更をしない fnfi

てつどうじど

絡を定めることがある。これが出納単価であって主主Eな品目に

ついて適用される。ある品目について出納単(ilfJが定められた犠

合 L購入契約悩絡+用品割l掛1['日と出納単価との差は用品勘定

の損失あるいは利益として処理される。この限りにおいて附入

価絡の高低が用品勘定に員長饗する組織になっているが， 出納単

価は原貝1] として適用 Jt!l l問中の購入契約単位の平均叙に等しいよ

う tこする考慮の上に算出される。

8 資材事務能率向上の指標

(1) 物件強の節約が鉄道の経営改善に大きな役制を来たすこ

とはさきに述べたが，まず使用される資材総量および価絡につ

いて見ると ， 物価の変動の中で特定年度の物件費が節約された

かどうかを判定することには困難が多い。物価が下落の際には

見せかけの物件費の節約があるが，上昇の際にはこの逆の現象

があらわれる。物価の変動を換算して見ることにより ， ある特

定年度に消費された物量と他の年度のそれとの比較をすること

ができるが， 品質の変化による使用効果の J:\YJ滅 ・ 寿命の変化等

を加味した総合的経済比較による判定 と なるとさらに別の悶難

が伴なう。さらに購入契約価格が一般市場にくらべて高いか安

いかの判断も購入数量 ・ 納期 ・ 納地および支払条件等を考える

と必ずしも単純な比較は困難である。以上の困難を伴うが一応

物件到に関する年度別比較・市場fí町絡との比較を行う指標が得

られる。

(2) 資材取扱部門内の経質(用品経費)については， 物価の上

弗， したがって購入契約価絡の上婦は， 用品割働率を一定にし

てお くかき.り ，用品収入のJìíl!)日を来すが，これと同等の割合に

は用品経吹の約加を米さないため，用品勘定は好転 したように

見え，物価が下落の傾向にあるときはこの逆になる。前の場合

には用品\WJ働率の低下が可能になり ， 後の i場合にはよ首加が必裂

となる。したがって用品卸j掛率のげl滅をも っ て単純に用品勘定

内での経営能率を判定することは不当であるが， 一般的には用

品'JíIJ働率を用品勘定内の経営成献のパロメーターとすることが

できる。

(3) 現夜国鉄ではl斤絞品の保有高は一応の制限を受けている

が，これは年度末における制限であり年度中 1:，:']にはこの制限は

適用されない。したがって鉄道経営の季節的波動または景気に

よる影響に応じてJt-î'絞品保有高に猟カをもたせ得る。これは企

業としてのmfili性を示すものであるが， その反隠において過剰

な貯政品保有を生むおそれなしとしない。そこで国鉄では年間

のIti'紋品の回転率の向上を目僚として， 過剰j保有の防止を動的

な見地から防止しよう と している。(山岸久敏)

てつどうじどうし 々 れんら くう んそう 鉄道自動車連絡浬

送 述給溜i送とはìili し運送の意味であって. 1 枚の乗車券ある

いは 1ì盈の貨物通知住または荷物j;1J符で異なる迷輪後闘に衆車

あるいは荷物の託送をすることができることである。鉄道と自

動車の連絡運送は巡常の場合経営者が奥な っているので， 連絡

運輸の契約を締結しなければ通し連送をすることができないが，

国鉄自動車の鳩合は，国鉄の経営する自動車であるため，見IJに

連絡五I!愉契約を締結することなく，国鉄の鉄道または航路と接

続している吻合は. lili し迎送を行 っている。この場合の巡f'Iは，

旅客はそれそ'*"の五mを各別に計算して合1):する方式すなわち

打切り併2}:. 小荷物および小口貨物はキロ程を通算して鉄i也氏

率により述貨を計算する方式すなわち通1):HilJて'ある。また 11ï倣

貨物は打切り併nである。

なお国鉄と民間のパスおよびトラックとは，東海自動車，仙

台鉄道，仙北鉄道等現在 22 社を除いてはlili し巡送を災施してい

ない。したがって大部分のパスおよびトラックは打切り巡送で




